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１．はじめに
　経済のグローバル化が1990年代から進展
し、新興国の台頭で日本の経済力、研究開発
力の相対的低下が20年以上継続して進んでい
る。これに対処するため、政府も知財立国
（プロパテント政策）に舵をきり、2003年３
月に知的財産基本法を施行した。我が国の製
造業が競争力を維持・強化するためには、他
国に一歩先んじた技術・製品を生み出す技術
開発力の強化とともに、技術開発の成果を知
的財産として保護、活用する体制の確保であ
るとして、現在まで種々の施策を講じてきて
いる。また企業においても、企業価値を高め
ることが市場で勝ち残るための条件であるこ
とが明白になってきた現在、無形資産、すな
わちブランド、知的財産（ノウハウ、知的財
産権等）、人的資本等のマネジメントが非常
に重要になってきた。この中でも知的財産
は、企業を競争優位とする源泉であり、包装
関連分野でも新包装・新技術開発にしのぎを
削っている。知識の創造・蓄積だけでは競争
優位にはただちに結びつかない。大事なの
は、市場価値向上の持続力すなわちイノベー
ション能力の向上であり、生み出した知識を
財産として保護、活用していくことを一貫し

て組織的に行うこと、すなわち知的財産マネ
ジメントが求められている。
　産業界は「モノつくりから知恵つくり」の
時代への転換をスローガンに、この競争に勝
ち残っていこうとしており、とりわけ包装分
野はその影響が非常に大きいもののひとつで
ある。包装は単なるモノではなく、その本質
はソフト技術である。すなわち中身と一体と
なって機能を発揮する商品の一部として商品
が市場で受け入れられるための必須アイテム
であるから、社会やライフスタイルの変化と
呼応し常に変革が求められてきた。その結
果、とりわけ近年の世界的な取り組みである
「持続可能な開発目標（SDGs）」では包装技
術は重要な役割を担っており、IoT、AI な
どを活用した Society5．0でのスマートパッ
ケージ、海洋ゴミ対策、フードロス削減など
包装革新のニーズがますます高まってきてい
る。こういった社会変革の状況下では、包装
開発とその事業展開における知的財産の活
用、なかでも国際標準化を視野に入れたビジ
ネス戦略が重要となっている。
　本稿では、包装関連の特許を中心に包装開
発と知的財産創出の動向の紹介、包装関連企
業での知財マネジメントの課題、包装開発に
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おける知的財産情報活用のための留意点につ
いて解説する。

２．包装分野での知的財産の内容と産業財産
権制度活用の現状
　包装は、中身の保護、利便性といった技術
面の機能に加え、商品の顔としての重要な機
能をもっているため、第１図の飲料用カート
ンの例で示すように、いろいろな知的財産権
によって保護を受けることができる。知的財
産権とは、人間の知的生産活動によって生み
出された無形の成果（知的財産）に対する法
的保護を受けられる権利の総称であり、この
うち、特許権、実用新案権、意匠権及び商標
権の４つを「産業財産権」といい、特許庁に
出願して登録することによって得られる権利
である。
　包装における産業財産権の現状を特許、実
用新案、意匠、商標の出願と権利化の推移か
ら以下に紹介する。

２－１　特許
　日本の特許出願件数は、1968年に米国を抜

いて世界トップになり、2001年には約44万件
の特許出願件数となりピークを記録した。そ
の後、出願件数は減少の一途をたどり、2013
年には中国、米国に次ぐ３位になり、2018年
の出願件数は、約31万件（このうち約６万件
は海外から日本への出願）になっている（特
許庁ステータスレポート2019参照）。この理
由は、件数を競って調査不足のまま出願して
しまう慣習を見直し、レベルの高い発明に厳
選して出願するようになったこと、またそれ
と関連して世界市場を目指して国際出願する
件数を増やしていることによる。日本特許庁
への特許協力条約（PCT）を利用した国際
出願件数は、毎年増加しており、2001年の約
１万件から2018年には約５万件になった。包
装関連の国内特許出願について、容器包装分
野（IPC 分類：Ｂ65Ｄ）を対象にその件数を
調査した。その結果、第２図に示すように、
全特許出願数と同様に、2001年に約7，500件
の容器包装関連出願があったが、その後減少
し、2014年には3，816件と半減し、全特許出
願に占める割合は、2001年の1．7％から1．2％
に減少した。2014年の包装産業の出荷額は、

特許権
包装技法（新規な無菌充填技術等）
加工技術（新規な接着技術等）

不正競争防止法による規制
周知、著名な商品表示、包装デザインと
紛らわしい表示、形態模倣から保護する
ノウハウの不正取得からの保護

著作権
包装の図柄が著作物（文化的創作物）
の場合

特許権または実用新案権
機能を持つ形状、構造（注ぎ口の工夫等）　

商標権
ブランド名、ロゴマーク等

意匠権
包装のデザイン
（形状、模様、色彩の美的創作の場合）

第１図　飲料用カートンに関わる知的財産権１）
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約6．2兆円（2015年、日本包装技術協会調
査）あり、製造品出荷額の約298兆円（2014
年、経済産業省工業統計調査）の約２％を占
めているので、包装分野での技術開発が停滞
しているようにも見受けられるが、実際に
は、後述する特許登録率から明らかなように
包装分野では、特許登録が可能な出願に絞り
こむ努力がなされている結果と考えられる。
包装分野の特許出願では、プラスチックフィ
ルム、ラミネート、袋、チューブ、パウチな
ど軟包装に関する出願が最も多く、2014年で
約700件であった。次いで紙容器、プラス
チック容器、金属容器の順に多かった。
　一方、第３図に示す包装関連の特許登録数
の推移をみると、2003年の約1，500件から急
増し、2012年には4，420件を記録したがその
後減少し、2014年には3，007件になった。こ
の理由は、2001年に出願後の審査請求期限が
７年から３年に短縮されたため、2006年から
2011年にかけて審査される出願が急増したた
めに登録数が増加したことに加えて、包装関

連企業が確実な権利化を意図したレベルの高
い発明を厳選して出願数を絞る方針になった
ためと考えられる。
　第４図に特許出願件数と、その出願年の出
願が登録された件数の推移を示す。出願内容
の厳選化にともなって2010年まで出願件数は
減少しているが、その後4，000件レベルで安
定しており、2003年は出願件数の38％が登録
権利化さたが、2011年には59％の出願が登録
されている。レベルの高い発明に出願を厳選
した結果と考えられる。今後は、出願件数、
登録件数ともに安定した数で推移するとみら
れる。
　第５図に、包装関連の産業財産権（特許、
実用新案、意匠、商標）の登録数の推移を示
す。
　実用新案登録は、出願すると無審査で登録
されるが権利行使の手続き権利の存続期間が
10年と短い点で、ライフサイクルの短い商品
を対象としており包装分野での利用が多く、
毎年500件前後が登録されている。また包装

第２図　包装関連の特許出願推移
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第３図　包装関連の特許登録数の推移
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第４図　包装関連の特許出願数と出願年登録数の推移
（2012年以降の出願は、審査中が多いため登録数を非表示）
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分野の意匠登録件数も年間2，200件前後で安
定的に推移しており、包装分野での意匠登録
は、全出願の約８％を占め、非常にデザイン
開発が盛んな産業分野といえる。
　商標登録は、包装自体を指定商品とした登
録数が景気動向などの影響を受けて毎年変動
しており、年間3，000件から6，000件の範囲で
上下している。包装の場合、技術開発やデザ
イン開発の成果に商標を付すことが盛んに
なってきている。また1997年に導入された立
体商標制度によって、包装容器の独特の形状
が構成要素になっている立体商標出願の件数
が増えている。包装の形状で商標権が得られ
れば、意匠権と異なり、商標を使用さえして
いればいつまでも保護を得られるメリットが
あり、特徴ある商品と一体となって、ブラン
ド価値を高めることが可能である。

３．包装における知的財産の活用
３－１　知的財産活用戦略とその課題
　政府が2002年にプロパテント政策に転換し
たとき、第６図に示すような知的財産創造サ
イクルを掲げて産業の再生を目指した。
　知的財産創造サイクルでは、第７図に示す
ように産み出された知的財産の活用（市場で
利益獲得）によってイノベーションを生み出
すことが目標であった。しかし大きな投資に
よって創出した知的財産であっても期待通り
のリターンが得られない場合も多い。例え
ば、第８図のように特許の公開によって競合
企業が類似の迂回技術で廉価に商品化した
り、特許侵害を確認できない生産工程の模倣
をしたりすることによって、期待通りの利益
が回収できないことも多い。近年の事例で
は、日本のエレクトロニクス関連企業は、戦
略なく多くの特許を出願し、その公開特許情

第５図　包装関連の産業財産権の登録数の推移
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報によって海外企業が廉価な商品を生産し、
日本企業が疲弊したことが挙げられる。また
第９図に示すように、せっかく基本技術を開
発し、いざ商品化しようという場合に、自社
単独では実施困難であってどうしても他企業
の技術が必要であった場合、その条件によっ

ては開発に投じた費用を回収できない場合も
ある。
　うまく知財立国が機能していない現状を分
析した政府は、2019年度の知的財産推進計画
で、多様な個性をもった人材や尖った人材と
企業を結びつけてイノベーションを生み出

第６図　知的財産創造サイクル

第７図　知的財産活用によるイノベーション戦略
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第９図　知的財産活用の課題２

第８図　知的財産活用の課題１
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し、GAFA のようなイノベーション先導企
業の創出をねらってオープンイノベーション
の促進を打ち出した。オープンイノベーショ
ンとは、提唱者のチェスブロウの定義によれ
ば、「組織の内外の技術資源を活用し、創出
したイノベーションを組織の内外に市場展開

する」３）ことであり、企業が大学、公的研究
所、ベンチャーのシーズを取り込んで共同研
究開発を進める。この概念の模式図を従来の
クローズドイノベーションと比較して第10図
に示す。
　オープンイノベーションでは、企業は研

第10図　クローズドイノベーションとオープンイノベーション

第11図　オープンイノベーションにおける知財マネジメントの課題２）
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究、開発、市場展開の各段階で壁を取り払っ
てイノベーションを目指すことになる。この
とき留意すべき知財マネジメントは第11図に
示すように多岐にわたり、より柔軟な発想で
外部と連携をすすめることが重要である。

３－２　知的財産の国際標準における活用
　従来、国際標準は、市場で確立した技術を
取引でオーソライズするために作成されてき
ており、特許など知的財産との交錯は少な
かった。しかし近年は技術進歩がはげしく、
かつその普及も早くなってくると、特許をふ
くむ最新技術の標準化事例が増えてきてい
る。
　従来デファクト標準と呼ばれる実質的国際
標準では開発企業が特許を独占し、ライセン
スも自由に行え、市場を支配することができ
た。しかし、世界的に独占して広範な普及を
達成し、デファクト標準の地位を得るため、
一般に開発企業は、長い時間と営業努力が必
要である。さらに似たような技術が競合する
場合、例えば非接触型 IC カードでのソニー
方式（FeliCa）と海外企業の方式の国際標準
化をめぐる攻防のように、判断を誤ると国際
的普及展開で大きな出遅れを招くおそれもあ
る。この結果からも国際的なデジュール標準
（公的標準）を獲得することによって新技術
の普及が大いに促進されることがわかる。例
えば、筆者が委員会マネジャー（旧称　国際
幹事）を務める国際標準化機構（ISO）の第
122技術委員会（TC122）では包装関連の国
際標準（ISO 規格）の作成を行っているが、
とくに包装、物流への ICT応用（RFID、IoT
など）の標準化では各国の企業の利害がから
んでしばしば議論が白熱し、調整に時間がか
かっている。国際標準化にあたって特許権の
扱いは、無償で許諾か、RAND（Reasonable 
and Non-Discriminatory: 非差別的かつ合理
的）条件で実施許諾することを宣言しなけれ
ばならない。包装関連で世界的普及の成功事

例では、デンソーによるQRコードの国際標
準化があげられ、QRコードの基本仕様を実
施料無償で開放し、QRコードの認識技術な
どは RAND 条件とし、QR コードリーダや
関連ソフトの販売で利益を得ている。

３－３　包装開発における知的財産情報の活
用

　知的財産情報は、開発の各段階で有効に活
用できる。特許情報を利用した開発テーマの
設定のプロセス例を第12図に示す。テーマ設
定し、いよいよ開発に着手するまで各種情報
源を利用するが、最終的には重複研究を避け
るために特許情報で確認することが必要であ
る。第13図に示すように、さらに開発の各段
階において知的財産を活用し、蓄積していく
ことが重要である。
　以下に開発段階別の主な留意点を列挙す
る。
①　企画・研究段階
・�先行技術や特許等の調査：特に内外の公開
特許情報の活用

　―�　パテントマップを作成して、技術動向
の分析、開発テーマの着想・提案・選定
に利用する。

　―�　他人の権利からの回避または利用の判
断

　�基礎技術の特許出願または他社技術の導入
（ライセンシング交渉）を行う。
・�研究委託先や共同開発先との秘密保持、成
果の帰属の契約

②　製品開発段階
・�成果の性質により特許出願、実用新案登録
出願、意匠登録出願、ノウハウ化

・�委託先、共同開発先との秘密保持、成果の
配分の契約

・�デザインに必要な意匠権、著作権の譲受、
許諾による確保

・�ブランド、ロゴマーク、形状等の商標登録
出願
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第12図　開発テーマ設定のプロセス例

第13図　開発の各段階での知的財産活用プロセス例
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・�開発経過の記録
③　市場投入段階
・�自己の有する知的財産権の有効な権利行使
・�ライセンシング、譲渡等による知的財産権
の有効活用

　知的財産権の公開情報は、開発の各段階で
第１表に示すように活用できる。とくに特許
情報に関しては、公報の内容を利用目的に応
じて収集・整理・分析・加工して、図、グラ
フ、表などで視覚的に表現したパテントマッ
プを作成して利用することが一般的である。

４．まとめ
　多額の開発費と時間を費やして得られた新
しい技術やデザイン、また長い営業努力の結
果得られた顧客の信用（ブランド価値）は、
企業の貴重な財産であるが、他社が自由に模
倣してしまっては、これまでの開発投資や営
業努力が報われず企業の発展はできない。
基本的に知的財産権は、自社の知的活動の成
果を、他社の模倣を排除して自社で独占的に
使用できるようにする権利で、その結果収益
を上げ新たな開発につなげることで企業が繁
栄していくための重要な役割を担っている。
また知的財産権は、財産としてその権利を譲
渡したりライセンスしたりすることにより活

用することもできる。包装製品の分野では、
機能を重視した新しい包装や技術の開発、環
境への対応など熾烈な開発競争が続けられて
いるが、「モノばなれ」と呼ばれる時代の中
では知的創造により、いかに付加価値をあげ
た商品を作るかが重要になっている。グロー
バルな競争のなか、技術革新はますます求め
られ、オープンイノベーションにおける開発
パートナーの選択が大きな鍵を握っていると
考えられる。
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第１表　開発の各段階での知的財産情報の活用例

開発の段階１ 調査、企画テーマ、開発目標設定

経営／技術情報として
技術動向調査、開発戦略立案、テーマ探索
競合メーカーの開発動向、技術力評価

開発の段階２ 開発活動

技術情報として
解決手段の探索、重複研究防止
開発課題の修正、変更
開発成果の権利化可能性調査

開発の段階３ 商品化と販売開始

権利情報として
他社の権利侵害の防止と類似技術の監視
（特許ウオッチング）
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